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ステップあップ２１ 木村和弘
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相談員は検索エンジン

•

•

•
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「就労」というキーワードだけが、就労移行とお
もっていたのではないか？

検索キーワードから正しい検索結果が表示出来ている
のか？（適切に事業など理解ができていないのかも）

こんなキーワード（ニーズ）も「就労移行だ」とInputし、
さらに良い検索エンジンにＶｅｒ Ｕｐをしたい。
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Aでもない Bでもない
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相談員の知らない就労移行（2018.10.21）
主催：滋賀県相談支援専門員協会 協力：滋賀県就労移行支援事業所協議会

ＮＰＯ法人滋賀県社会就労事業振興センター 公益事業部

（滋賀県就労移行支援事業所協議会 事務局）

業務執行理事 中塚 祐起

•
•
•
•

議論の前提だから！！
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（参照） リチャード・ローティ（2000） 偶然性・アイロニー・連帯（齋藤純一,山岡龍一,大川正彦,訳） 岩波書店
宮台真司（2014） 私たちはどこからきて、どこへ行くのか 幻冬舎
伊藤文人（2006） 包摂の実践者か,排除の尖兵か？－イギリスにおける脱専門職化するソーシャルワーク－

•

•
•

へーそうなんだー
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障害者総合支援法における就労系障害福祉サービス

就労移行支援事業 就労継続支援Ａ型事業 就労継続支援Ｂ型事業

事

業

概

要

就労を希望する６５歳未満の障害者で、通
常の事業所に雇用されることが可能と見込
まれる者に対して、①生産活動、職場体験
等の活動の機会の提供その他の就労に必
要な知識及び能力の向上のために必要な
訓練、②求職活動に関する支援、③その
適性に応じた職場の開拓、④就職後におけ
る職場への定着のために必要な相談等の
支援を行う。

（利用期間：２年）
※ 市町村審査会の個別審査を経て、必要性が認められた場合に

限り、最大１年間の更新可能

通常の事業所に雇用されることが困難
であり、雇用契約に基づく就労が可能
である者に対して、雇用契約の締結等
による就労の機会の提供及び生産活
動の機会の提供その他の就労に必要
な知識及び能力の向上のために必要
な訓練等の支援を行う。

（利用期間：制限なし）

通常の事業所に雇用されることが困
難であり、雇用契約に基づく就労が困
難である者に対して、就労の機会の
提供及び生産活動の機会の提供そ
の他の就労に必要な知識及び能力
の向上のために必要な訓練その他の
必要な支援を行う。

（利用期間：制限なし）

対

象

者

① 企業等への就労を希望する者 ① 就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇
用に結びつかなかった者
② 特別支援学校を卒業して就職活動を行ったが、
企業等の雇用に結びつかなかった者
③ 企業等を離職した者等就労経験のある者で、現
に雇用関係の状態にない者

① 就労経験がある者であって、年齢や体力の面で一般企業
に雇用されることが困難となった者
② 50歳に達している者又は障害基礎年金1級受給者

③ ①及び②に該当しない者で、就労移行支援
事業者等によるアセスメントにより、就労面に
係る課題等の把握が行われている者

事業所
数

３，４００事業所
（国保連データ平成３０年１月）

３，７６１事業所
（国保連データ平成３０年１月）

１１，４６６事業所
（国保連データ平成３０年１月）

利用
者数

３３，４６０人
（国保連データ平成３０年１月）

６８，６６５人
（国保連データ平成３０年１月）

２３６，６４４人
（国保連データ平成３０年１月）

法律にはこのように記載されてますね

【基本報酬】
○ 基本報酬については、定員規模別の設定に加え、前年度において、
就職後６か月以上定着した者の数を利用定員で除して得た割合（就労
定着者の割合）に応じた報酬設定とする。
※ 就労定着者の割合が高いほど、利用者の地域生活の継続に資する
ことや、支援コストがかかると考えられるため高い報酬設定とし、
メリハリをつける。

○ 一般就労への移行実績が過去２年間０の場合、過去３年又は４年の
就労定着者が０の場合の減算を廃止する。

○ 事業所開設後２年を経過していない事業所は、現行と同水準（定員
20人以下の場合は807単位）を算定する。

【加算】
○ 就労定着支援体制加算を廃止する。（ただし、平成30年9月30日まで
は、現行の単位数の２分の１にした上で、就労定着支援サービス費の
算定に代えて算定することも可能とするが、就労定着支援の指定後は
算定できない。）

○ 福祉専門職配置等加算に、作業療法士、公認心理士を加える。
＜10単位～15単位＞

○ 就労移行支援は通勤訓練を実施する旨を明記した上で、外部から
専門職を招いて、通勤訓練のノウハウのない視覚障害者に対し、白
杖による歩行訓練を実施した場合の加算を新設＜800単位／日＞

○ 就労支援関係研修修了加算の見直し＜11単位／日→６単位／日＞
○ 施設外就労について、100分の70要件を廃止し、月２日の評価を
施設外就労先で実施することを可能とする＜100単位／日＞

○ 在宅利用時に、生活支援を事業所負担により提供した場合の加算
を新設＜300単位／日＞

○ 医療観察法対象者や刑務所出所者等に対し、精神保健福祉士等の
配置や病院等との連携により精神保健福祉士等が支援を実施する場
合の加算を新設＜480単位／日＞

改定前 改定後

基本報酬 就職後６月以上定着率 基本報酬

804単位

５割以上 1,089単位

４割以上５割未満 935単位

３割以上４割未満 807単位
２割以上３割未満 686単位

１割以上２割未満 564単位

０割超１割未満 524単位

０ 500単位

就労移行支援（収支差率:9.5％）
＜定員20人以下＞

【その他】
○ 65歳未満とする年齢制限を緩和し、65歳に達する前５年間障害福祉
サービスの支給決定を受けていた者で、65歳に達する前日においても
就労移行支援の支給決定を受けていた者は引き続き利用することを可
能とする。
○ 在宅利用で離島等に居住している利用者の場合、週１回の評価等は
電話・ＰＣ等のＩＣＴ機器を活用することを、月１回の評価等は事業
所職員の訪問により実施することを認める。（就労系共通）
○ 金品授受による利用者誘因行為や就労斡旋行為を禁止する。（指定
基準の解釈通知での対応）

【今後の検討課題】
○ 就労移行支援利用後の一般就労の範囲
○ 就労移行支援における支援内容の実態把握

大事なお金のお話（就労移行）

平成３０年就労移行支援促進事業 就労アセスメント手法研修（9.21）
＜行政説明＞障害福祉サービス事業所の機能について より抜粋
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【基本報酬】
○ 基本報酬については、定員規模別の設定に加え、雇用契約締結者の
１日の平均労働時間に応じた報酬設定とする。
※ 労働時間が⾧いほど、利用者の賃金増加につながることや、支援コ
ストがかかると考えられるため高い報酬設定とし、メリハリをつける。

※ １日の平均労働時間の算出に当たり、サービス利用開始時には予見
できなかった事由により短時間労働となった場合について、算出から
除外する。

○ 短時間利用減算を廃止する。
○ 事業所開設後１年を経過していない事業所は、現行以下の水準（定員
20人以下の場合498単位）を算定する。ただし、新規事業所については
開設後6月後の実績による基本報酬区分の変更を認める。

【加算】
○ 賃金向上のための計画を作成し、利用者のキャリアアップ（職務経験、
職業訓練又は教育訓練の職業能力の開発の機会を通じ、職業能力の向上
並びにこれによる将来の職務上の地位及び賃金をはじめとする処遇の改
善が図られることをいう。の仕組みを導入した上で、賃金向上達成指導
員を常勤換算方法で１以上配置している場合の加算を新設する。
＜利用定員に応じ70単位～15単位／日＞

○ 就労移行支援体制加算を見直し、一般就労へ移行し６月以上定着した
者の数に応じて評価することとする。
＜26単位／日→６～42単位／日×移行・定着者数 ※7.5:１の場合＞

○ 福祉専門職配置等加算に、公認心理士を加える。＜10単位～15単位＞
○ 施設外就労について、100分の70要件を廃止し、月２日の評価を
施設外就労先で実施することを可能とする。＜100単位／日＞

○ 在宅利用時に、生活支援を事業所負担により提供した場合の加算を
新設＜300単位／日＞

○ 医療観察法対象者や刑務所出所者等に対し、精神保健福祉士等の
配置や病院等との連携により精神保健福祉士等が支援を実施する場
合の加算を新設＜480単位／日＞

就労継続支援A型（収支差率:14.２％）

改定前 改定後
基本報酬 １日の平均労働時間 基本報酬

584単位

７時間以上 615単位
６時間以上７時間未満 603単位
５時間以上６時間未満 594単位
４時間以上５時間未満 586単位
３時間以上４時間未満 498単位
２時間以上３時間未満 410単位

２時間未満 322単位

＜定員20人以下、人員配置7.5:1＞

【その他】
○ 65歳未満とする年齢制限を緩和し、65歳に達する前５年間障
害福祉サービスの支給決定を受けていた者で、65歳に達する前
日においても就労移行支援の支給決定を受けていた者は引き続き
利用することを可能とする。
○ 在宅利用で離島等に居住している利用者の場合、週１回の評
価等は電話・ＰＣ等のＩＣＴ機器を活用することを、月１回の評
価等は事業所職員の訪問により実施することを認める。（就労系
共通）
○ 金品授受による利用者誘因行為や就労斡旋行為を禁止する。
（指定基準の解釈通知での対応）

【今後の検討課題】
○ 就労継続支援Ａ型の送迎加算の在り方
○ 就労継続支援Ａ型の最低賃金減額特例への対応

大事なお金のお話（Ａ型）

平成３０年就労移行支援促進事業 就労アセスメント手法研修（9.21）
＜行政説明＞障害福祉サービス事業所の機能について より抜粋

【基本報酬】
○ 基本報酬については、定員規模別の設定に加え、平均工賃月額に応
じた報酬設定とする。
※ 工賃が高いほど、自立した地域生活につながることや、生産活動
の支援に労力を要すると考えられることから、高い報酬設定とし、
メリハリをつける。

※ 平均工賃月額の算出に当たり、障害基礎年金１級受給者が利用者
数の半数以上いる場合は、平均工賃月額に２千円を加えた額を報酬
評価上の平均工賃月額とする。

○ 目標工賃達成加算を廃止する。
○ 事業所開設後１年を経過していない事業所は、現行以下の水準（定員
20人以下の場合571単位）を算定する。ただし、新規事業所については
開設後6月後の実績による基本報酬区分の変更を認める。

【加算】
○ 就労移行支援体制加算を見直し、一般就労へ移行し６月以上定着し
た者の数に応じて評価することとする。
＜13単位／日→６～42単位／日×移行・定着者数 ※7.5:１の場合＞

○ 福祉専門職配置等加算に、公認心理士を加える＜10単位～15単位＞
○ 施設外就労について、100分の70要件を廃止し、月２日の評価を
施設外就労先で実施することを可能とする。＜100単位／日＞

○ 在宅利用時に、生活支援を事業所負担により提供した場合の加算を
新設＜300単位／日＞

○ 医療観察法対象者や刑務所出所者等に対し、精神保健福祉士等の
配置や病院等との連携により精神保健福祉士等が支援を実施する場
合の加算を新設＜480単位／日＞

就労継続支援B型（収支差率:12.8％）

改定前 改定後

基本報酬 平均工賃月額 基本報酬

584単位

4.5万円以上 645単位

3万円以上4.5万円未満 621単位

2.5万円以上3万円未満 609単位

2万円以上2.5万円未満 597単位

１万円以上2万円未満 586単位

５千円以上１万円未満 571単位

５千円未満 562単位

＜定員20人以下、人員配置7.5:1＞

【その他】
○ 在宅利用で離島等に居住している利用者の場合、週１回の評価
等は電話・ＰＣ等のＩＣＴ機器を活用することを、月１回の評価
等は事業所職員の訪問により実施することを認める。（就労系共
通）
○ 金品授受による利用者誘因行為や就労斡旋行為を禁
止する。（指定基準の解釈通知）

大事なお金のお話（Ｂ型）

平成３０年就労移行支援促進事業 就労アセスメント手法研修（9.21）
＜行政説明＞障害福祉サービス事業所の機能について より抜粋
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就労支援員さんがいるんだね！

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

滋賀県

全国

37.5 

35.1

0.0 

5.4

21.9 

14.7

3.1 

11.8

31.3 

8.4

3.1 

5.4

3.1 

19.3 0%

0%超～10％未満

10％超～20％未満

20％超～30％未満

30％超～40％未満

40％超～50％未満

50％以上

全事業所数 ：32事業所
移行実績有事業所数 ：20事業所

割合 ：62.5％ （全国対比 ʷ2.5％）
一般就労の移行率が20％以上の施設数 ：13事業所

割合 ：40.6％ （全国対比 ʷ4.3％）
2年間で移行者が出ていない事業所数：9事業所 （28％）
Ｈ26年度総定員 ： 267人 移行者数： 51人 （19.1％）

約3割の事業所で移行者実績が2年間で0人

【滋賀県障害福祉課調べ 回答率81.2％】
県 平成26年度実績数
全国 平成26年4月時点

Ｈ２６就労移行支援事業による一般就労への移行率別の施設割合
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・ 事業所数 ： ３４ヶ所
・ 総定員数 ： ３１１人
・ 移行者数 ： ６３人 （ ２０．３％ ）
・ 一般就労への移行率が20%以上の事業所数 ： １４ヶ所 （ ４１．２％ ）
・ 一般就労への移行実績がない事業所数 ： １０ヶ所 （ 無回答：４ヶ所 ）

滋賀県障害福祉課調べ【滋賀県障害者プランの進捗状況について（照会）】（回答率：88.24%）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

29.4%

33.8%

0.0%

5.3%

29.4%

14.0%

8.8%

13.8%

20.6%

9.3%

2.9%

5.7%

8.8%

18.1%
全国

（H27.4）

滋賀県

（H27累計）

0% ～9% 10～19% 20～29% 30～39% 40～49% 50%～

Ｈ２７就労移行支援事業による一般就労への移行率別の施設割合

0人, 76.2%

1人, 9.5%

2人, 4.8%

3人, 9.5%

就 労 継 続 支 援 A 型 事 業 所

0人, 80.5%

1人, 16.5%

2人, 2.3%
3人, 1.5% 4人, 0.8%

就 労 継 続 支 援 B 型 事 業 所

（参考）就労継続支援事業から一般就労への移行実績（平成２７年度）

・ 事業所数 ： １３３ヶ所
・ 総定員数 ： ２，８４１人
・ 移行者数 ： ３９人 （ １．３７％ ）

回答率 ： ７９．７０％

・ 事業所数 ： ２１ヶ所
・ 総定員数 ： ４６２人
・ 移行者数 ： １０人 （ ２．１６％ ）

回答率 ： ８０．９５％

滋賀県障害福祉課調べ【滋賀県障害者プランの進捗状況について（照会）】
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一般就労者数
ハローワーク経由 委託訓練

事業受講
トライアル雇用活用 ジョブコーチ支援 ナカポツ関与

就労移行支援 78人 61人 3人 30人 16人 43人
就労継続支援A型 13人 4人 0人 3人 1人 4人
就労継続支援B型 29人 18人 0人 11人 8人 15人
生活介護 0人 0人 0人 0人 0人 0人
自立訓練 5人 5人 0人 2人 0人 2人

通所施設小計 125人 88人 3人 46人 25人 64人
入所施設小計 10人 10人 0人 0人 1人 10人

計 135人 98人 3人 46人 26人 74人

計 132人 98人 7人 50人 23人 86人

【参考：H27実績】

滋賀県における福祉施設から一般就労への移行者数（H28年度実績）

平成２９年就労移行支援促進事業 就労アセスメント手法研修（9.12） ＜行政説明＞ より抜粋

一般就労者数
ハローワーク経由 委託訓練

事業受講
トライアル雇用活用 ジョブコーチ支援 ナカポツ関与

就労移行支援 71人 65人 2人 38人 20人 42人
就労継続支援A型 21人 8人 15人 0人 0人 4人
就労継続支援B型 36人 21人 0人 5人 5人 18人
生活介護 0人 0人 0人 0人 0人 0人
自立訓練 5人 4人 0人 2人 1人 1人

通所施設小計 133人 98人 17人 45人 26人 65人
入所施設小計 11人 11人 0人 3人 0人 11人

計 144人 109人 17人 48人 26人 76人

【参考：H28実績】

計 135人 98人 3人 46人 26人 74人

滋賀県における福祉施設から一般就労への移行者数（H29年度実績）

平成３０年就労移行支援促進事業 就労アセスメント手法研修（9.21）
＜行政説明＞障害福祉サービス事業所の機能について より抜粋
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意味わかんねーよ！
バカヤロー！！

人と話すことが好き。
家族（特に母）と話すことが楽しみ。

その人が「通常の事業所に雇用されることが可能と見込まれる者」
かどうかは、両方知らないとわかんないよね！

就業先（会社）や作業内容
サービス事業所

環境人

支援の対象者の方

指示代名詞（あれ、それ）を用いた
指示は理解が難しい。

DATA

DATA

従業員向けの作業
手順書はある。
カスタマイズは不可

DATA

従業員の方は３０名
で２０名はパートさん

DATA

就労上
の課題

どのような支援があれば
就労/就労継続できるのか？
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会社で働きたいな！ ・・・と、発言している方が
「就労移行支援事業の対象者」という考え方は正確ではない
かもしれません。
また、「なぜ、企業等への就労を希望しているorしていないの
か」という理由も、大変重要ですね。

就労系事業所Ａ
就労系事業所Ｂ週３日週２日

（就労系）障害福祉サービス事業の併用

他府県の計画相談事業所（単独）の方とお話をした際に、「稀に上記のようなことがある」と仰っておられました。
ただ、特色のあるサービスでないと、有用性がまるでありませんし、

マネジメントもすごく難しいようです…
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就 労
移 行
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